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被災者の生活再建支援
■義援金等交付事業（国･県･市義援金）担当課／市民生活部生活課

・国や県、市などに寄せられた義援金を交付

保健・医療の確保・充実
■被災者健康支援事業　　　　　　　　　　　 担当課／保健福祉部健康課

・震災や環境の変化で健康不安をもつ被災者の心身の健康維持・増進などを支援

雇用の維持・確保
■震災復興緊急雇用対策事業　　　　　担当課／産業振興部産業支援センター

・雇用環境の悪化に伴う緊急対策として行う離職者の再就職などを支援

生涯学習等施設の復旧と文化財の保存・継承
■埋蔵文化財発掘調査事業　　　　　　　　　　　担当課／教育委員会文化課

・被災者の住宅再建や復興事業に伴う埋蔵文化財調査の実施

東日本大震災 復興計画

すまいと暮らしの再建

■被災者生活再建支援金支給事業　  担当課／保健福祉部福祉課

・被災者生活再建支援法に基づき、生活再建を支援するための支援金
を支給（上段／基礎支援金、下段／加算支援金）

■災害公営住宅整備事業（県営・市営）
担当課／都市整備部建築住宅課

・住宅を失った被災者のため、恒久的な住宅を供給（平成28年
度完成予定）

■被災者生活相談事業　                      担当課／市民生活部生活課

・被災者が抱える不安や課題の解決に向け、被災者生活相談窓口を常設
・住宅再建を目指す被災者が抱える住まいへの悩みや不安を解消する
ため、定期的に「住まいの相談会」を実施

■整備予定戸数766戸 ■完成戸数  592戸　（入居者数 784人）

0
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赤前地区の災害公営住宅（平成26年12月に入居開始）

事業を活用して運営されている商店街のイベント

平成25年4月に仮設庁舎として開所した宮古保健センター

出土した縄文土器の記録作業をする調査員

交付件数 約5,000件 配分回数 9回 交付金額 8,619,840千円

相談会予定回数 月1回 相談会開催回数 37回 参加者数 887人

年度 平成 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

健康支援世帯数 5,935 世帯 3,994 世帯 3,484 世帯 1,753 世帯 932 世帯

調査対象・完了箇所数 68箇所

支給件数
　3,960件   

支給金額
　3,294,875千円

　　　　　2,047件　　　　　　2,964,125千円

※応急仮設住宅、みなし仮設住宅、被災地区、仮設住宅退去者、災害公営住宅入居者等を対象とし、訪
問による健康支援を実施している。

年度 平成 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

雇用人数 695 人 193 人 164 人 122 人 110 人

※データは平成27（2015）年11月１日現在
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修繕費・復旧費の
補助金申請・受理件数

158 件 補助金交付額 340,139 千円158 事業所
利子等補助金の
申請・受理件数

570 件 補助金交付額 114,482 千円
465 事業所
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産業 ･ 経済復興

協力しながら田植えをする家族 地域材を利用した住宅

鮭の稚魚を放流する「稚魚壮行会」

事 業 実 施 農 家 数 105 戸
営 農 再 開 農 家 数 58 戸

営 農 再 開 予 定 農 家 数 47 戸

利 用 実 績 戸 数 135 戸
補 助 金 交 付 額 135,000 千円

被災者の生活再建支援

水産業の復興・再生

商業の復興・再生

観光の復興・再生 港湾の復興・再生

林業の復興・再生

■被災農家経営再開支援事業　　　担当課／産業振興部農林課

・経営再開に向けた農地の復旧作業を共同で行う農業者を支援

■さけ・ます種苗生産施設等復興支援事業　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　担当課／産業振興部水産課

・鮭の人工ふ化場の早期再開のため、  各漁協が実施する復旧事業を支援

■港湾施設使用料補助事業
担当課／産業振興部産業支援センター

・一時預かり貨物に対する上屋、野積場使用料の補助

■観光客誘客促進事業【海水浴場整備事業】
担当課／産業振興部商業観光課

・浄土ヶ浜海水浴場の開設

■地域木材利用住宅推進事業　 担当課／産業振興部農林課

・一定量以上地域材を利用した住宅を建築する際の住宅再建支援
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安全な地域づくり
災害に強いまちづくりの推進

災害に強い交通ネットワークの形成

地域防災力の向上

■防災集団移転促進事業　　  担当課／都市整備部都市計画課

・被災した地区で、居住に適さない区域内の、集団移転事業を実施
（平成 27 年度完成予定）

■災害廃棄物処理事業　　　　　　　担当課／市民生活部環境課

■地域防災力向上促進事業（防災意識醸成事業）
担当課／危機管理監危機管理課

・防災意識啓発のため講演会やシンポジウムなどのイベントを開催
・地域防災のリーダーとなる人材を育成するため防災士養成研修講
座を開催

■都市再生区画整理事業　 担当課／都市整備部都市計画課

・被災した市街地の宅地、道路、公園などの一体的な整備を実施

■漁業集落防災機能強化事業　 担当課／産業振興部水産課

・被災した住宅を安全な高台へ移転し、集落環境の整備を実施

■三陸鉄道災害復旧支援事業　   　      担当課／企画部企画課

■津波避難誘導施設整備事業　 担当課／危機管理監危機管理課

・迅速な避難を行うための避難誘導施設を整備

整備予定戸数 整備完成戸数 住宅完成戸数
265 戸 260 戸 32 戸

整備予定戸数 整備完成戸数 住宅完成戸数
410 戸 203 戸 26 戸

整備予定戸数 整備完成戸数 住宅完成戸数
32 戸 32 戸 16 戸

避難誘導標識板
設置数

平成 24 年度 25 年度 26 年度
4 基 28 基 25 基

平成 23 年度末
進捗率 4%
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進捗率 35%
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進捗率 100%
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平成 22 年度 24 年度 26 年度

高台に造成された 田老･三王団地

災害廃棄物処理が完了した赤前地区の仮置き場
（平成 25 年度末撮影）

全線運転再開した三陸鉄道（平成 26 年４月）

津波避難訓練の様子平成 24 年度 25 年度 26 年度
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